



















第二次大戦下 “満洲国 （中国東北地方） 日満技術工養成所 技術工養成”
満洲帝国委託土木技術員養成所 立命館日満高等工科学校 在外指定学校 植民地教育
はじめに－－課題の設定
この報告の目的は （ ）宇都宮大学に所蔵されている“満洲国”向けの技術員・技術、 1
工養成の諸施策というやや特異な領域に関する研究の資料群に注目し、これら資料を収集
した研究者原正敏を紹介すること （ ）原により解明された戦時中から敗戦までの時期、 2
に設置された“満洲国”向けの技術員・技術工養成施設の設置・展開過程の実証的研究を




ように、全部で 編知られる［注 。以下ではこれら 編を「諸論考」と一括する。こ16 16］
- 2 -









































































学資格として ～ 年間の工業の専門教育を行う学校を卒業した者を指しており、現場に1 2
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おいて果たしている役割に基づいて著者が編み出した概念ではないように思われる。

























館高等工科学校が 年に設立された経過、及びこの学校が翌 年に修業年限 カ年の1938 39 2
立命館日満高等工科学校と改組された経過とその教育実績に関する調査報告である。
は、官立の仙台高等工業学校及び名古屋高⑪「満洲帝国交通部委託土木技術員養成所」
等工業学校に 年から、 年度から熊本高等工業学校に付置された満洲帝国交通部1938 1940
委託土木技術員養成所の設立から敗戦までの経過を解明している。この施設への入学資格




施設 年度開始 の概要紹介である この施設では 渡満する直前のごく短期間 計（ ） 。 、 （1939













は “満洲国”内 カ所の企業内技能者養成⑭「在満九企業の企業内技能者養成施設」 、 8












（ ）吟爾浜鉱工技術工養成所ほか カ所の技術工養成所 （ ）安東鉱工技術員1 3 2、









































。 、 、論述された時期は 年の敗戦までである この時期は 公的資料が極端に薄いために1945











いては、珍しく⑨の「はじめに」において 「わが国では、 年 月の国家総動員法を、 1938 4
皮切りに、学校卒業者使用制限令（ 月 、国民能力申告令（ 年 月 、工場事業場技能8 39 1） ）
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者養成令、学校技能者養成令、従業員雇入制限令（以上 月 、国民徴用令（ 月）が相3 7）
次いで公布・施行されたが “満洲国”においても、国家総動員法（ 各年 月 、労働統、 ）3 2
制法（ 月 、学校卒業者使用制限令（ 月 、職能登録令（ 年 月）が公布・施行さ11 12 39 9） ）
れた 」と総動員関連の勅令を並べて記している。ただし、この場合でも、国家総動員体。
制の歴史的意義についての著者の理解には言及されていないので、当時の緊張感が伝わっ
て来ないうらみがある。ちなみに、ここに見える「 年 月の国家総動員法を皮切り1938 4
に」という著者の表現は不正確で 「 年 月の国家総動員法に基づいて」とすべきと、 1938 4
ころである。
（b）計画経済へのはしり
























































つている［注 。この目的中の「満蒙」を「満洲」に 「農業」を「工業」に 「 カ年」］ 、 、 1
を「 カ年」に置き換えれば、高等工業学校 校に付設された土木技術員養成施設に類似2 3
しているように評者には思える。
［注］渡部宗助「 拓殖』教育考－一拓殖訓練所を中心に （ 年 月 （科研『 」 ）2001 3
費報告書、研究代表者・槻木瑞生）












［注］渡部宗助「在外指定学校 年の歴史について 『国立教育研究所研究集録』40 」
第 号、 年 月、 ～ 頁。4 1982 3 81 88
渡部宗助編『在外指定学校一覧（ ～ 』によると、在外指定学校全 校の所1906 1945 751）
在地を国・地域で分けると、中国東北部（旧満洲国）に 校、その他の中国に 校と461 215
中国とくに“満洲国”内が圧倒的に多い。しかし、日本にとっての“満洲国”のこのよう
な特質に著者が注目した気配は見られない。
ところで、この『在外指定学校一覧（ ～ 』に掲げられている中国東北地方の1906 1945）
、 。実業学校は 校で このうち工業学校は撫順工業学校と奉天工業学校の 校のみである10 2
この『一覧』に掲げられている遼陽商業学校は、著者によれば、戦局の緊迫化にともない
1944 1944 6年に募集停止し、遼陽工業学校に転換したとされ 「本渓湖工業実習所」は 年、
月 日に「在外指定学校」となり校名を本渓湖工業学校と改めたとされる。この本渓湖工1
























南アジアの諸地域は［中略 『占領地』として区分される 」とする最近の見］ 。
解があることを指摘するにとどめる。駒込武「植民地の教育 『現代教育史事」
典 （ 年、東京書籍）による。』 2001
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「 」 、 「 ， 」諸論考 のこの弱点は 最初の一連の労作が 戦時下 技術員・技能工養成の諸局面

























































文を 本まとめている［注 。これらは、治安維持法という天皇制に刃向かおうとする者3 ］
には死刑をもって臨むという近代日本の最悪の弾圧体制のもとで、果敢に民主主義的な労
働運動に携わった若者たちが、度重なる弾圧の下で「技術教育運動」という地道な活動を
。 “ ” 「 」 、展開した経過を克明に実証した研究である 前記の 満洲国 関連の 諸論考 と同じく
広範な資料調査を基礎として、そのうえに関係者に対する綿密な聴き取りを駆使した調査
を重ねて練り上げられた重厚かつ濃密な論文である。
［注］原正敏「治安維持法下の技術運動（ ）－－技術雑誌の発行（ 『千葉大学1 1）」
教育学部紀要』第 巻 Ⅲ：自然科学編、 年 月、 ～ 頁、依田有弘44 1996 2 87 103
と共著。 同「治安維持法下の技術運動（ ）－－技術雑誌の発行（ 『同上2 2）」
誌』第 巻 Ⅲ：自然科学編、 年 月、 ～ 頁、依田有弘と共著。45 1997 2 89 112
3 46同「治安維持法下の技術運動（ ）－－『機械工の友』の影響 『同上誌』第」












凡例 『植民地教科書と国定教科書』植民地教育史研究年報第 号（ 年 月）に基」 11 2009 6
。 （ ） 。づいたリストである 番号とその次にイタリック体で掲げた表題は評者 佐々木 による
①大森機械工業徒弟学校
「戦時下，技術員・技能工養成の諸局面（Ⅰ）－－大森機械工業徒弟学校の誕生と




終焉－－補遺と訂正 『千葉大学教育学部研究紀要』第 巻第 部、 年 月」 37 2 1989 2
③『戦時体制下の旧満洲における技術員・技術工養成の総合的研究』
『 ・ 年度文部省科学研究費補助金（一般研究 ）研究成果報告書1987 88 C
戦時体制下の旧満洲における技術員・技術工養成の総合的研究』
（研究課題番号 、 年 月、本文全 頁、資料編第 部全 頁、62580075 1989 3 28 1 35）
資料編第 部全 頁2 17
④日満技術工養成所から秋田日満工業高校へ
「戦時下，技術員・技能工養成の諸局面（Ⅱ）－－日満技術工養成所から秋田日満
38 2工業高校へ－－ （隈部智雄との共著 『千葉大学教育学部研究紀要』第 巻 第」 ）
部、 年 月、 ～ 頁1990 2 79 121
⑤「戦時下、“満洲国”における技術員・技術工養成」
「総力戦下における「満洲国」の教育、科学・技術政策の研究」プロジュクトチ－
ム（原正敏・槻木瑞生・斉藤利彦 『調査研究報告書 総力戦下における「満） No.30




39 2州日満工業学校へ－－ 隈部智雄との共著 千葉大学教育学部研究紀要 第 巻」（ ）『 』
部、 年 月、 ～ 頁1991 2 175 209
⑦酒田日満技術工養成所から酒田日満工業学校へ
「戦時下，技術員・技能工養成の諸局面（Ⅳ）－－酒田日満技術工養成所から酒田日
満工業学校へ－－ （隈部智雄との共著 『千葉大学教育学部研究紀要』第 巻第」 ） 40








41 2 1993 2－ （隈部智雄との共著 『千葉大学教育学部研究紀要』第 巻第 部、 年」 ）
月 ～ 頁193 226
⑩偽満洲国的技術人員、技工的養成
1993 2 1993 11「偽満洲国的技術人員、技工的養成 『遼寧省教育史志』 年第 輯、 年」
月、 ～ 頁 ［中国語］203 215
⑪満洲帝国交通部委託土木技術員養成所
「戦時下，技術員・技能工養成の諸局面（Ⅶ）－－満洲帝国交通部委託土木技術員養
42 2 1994成所－－ （隈部智雄との共著 『千葉大学教育学部研究紀要』第 巻第 部、」 ）
年 月、 ～ 頁2 113 132
⑫満洲鉱工技術員協会と「鉱工技能者養成令」
「 満洲国”における技術員・技術工養成（Ⅰ）－－満洲鉱工技術員協会と「鉱工技“
42 2能者養成令」－－ （隈部智雄との共著 『千葉大学教育学部研究紀要』第 巻第」 ）
部、 年 月、 ～ 頁1994 2 189 220
⑬満洲鉱工青少年技術生訓練所
「偽満技術人員的渡満前訓練施設－－満洲鉱工青少年技術生訓練所－－ 『遼寧省教」
育史志』 年第 輯、 年 月、 ～ 頁 ［中国語］1994 1 1994 6 122 128
⑭“満洲国”における企業内養成施設
「 満洲国”における技術員・技術工養成（Ⅱ）－－在満企業の企業内養成施設」“




（潘小琴・隈部智雄との共著 『同上誌』第 巻第 部、 年 月、 ～ 頁） 43 2 1995 2 143 160
⑯“満洲国”における技術員・技術工養成に関する考察
「 満洲国』の技術員・技術工養成をめぐる若干の考察 『技術教育学研究』第 号『 」 10
年 月、 ～ 頁1996 3 1 17
- 14 -
［参考］
［内容目次］
はじめに－－課題の限定
Ⅰ 著者(原正敏)の研究歴について.
［ ］図学、図学史研究1
［ ］技術教育、職業教育、職業訓練研究2
Ⅱ “満洲国”の技術員・技術工養成の諸施策に関する「諸論考」の構成.
［ ］大森工業徒弟学校研究1
［ “満洲国”に供給するために日本国内に開設された技術員・技能者養成施設2］
（ ）技能者養成施設a
（ ）技術員養成施設b
（ ）渡満前の青少年技術生訓練所c
［ “満洲国”に設置された技術員・技能者養成施設3］
（ “満洲国”内における技能者養成の政策と施設a）
（ “満洲国”内における技術員・技術工養成の総集編b）
（ “満洲国”における職業教育・職業訓練に関する施策についての論評c）
（ ）中国語による論考d
Ⅲ “満洲国”の技術員・技術工養成に関する「諸論考」にみられる若干.
の特徴
［ ］対象とされた時期の特殊性1
（ ）戦時期a
（ ）計画経済へのはしりb
［ ］考察対象施設の限定－－技能者養成、技術員養成施設2
（ ）企業内教育施設を含む技能者養成、技術員養成施設a
（ ）小学校高等科卒を対象とした技能者養成b
（ ）技能者養成施設から工業学校への転換に注目c
［ ］対象とされた施設の目的の特殊性－－“満洲国”における教育・訓練3
（ ）拓殖教育？a
（ ）在外指定学校b
（ “満洲国”教育研究とその弱点c）
［ ］研究の手法の特殊性4
（ ）真理は細部に宿るa
（ ）感情抑制的b
結びに代えて－－著者の研究の枠組みについての若干の感想
（ ）特徴と弱点とa
（ ）歴史認識の問題b
